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研究成果の概要（和文）：　本研究では、生産のアジア化が進展する下で、ものづくりにおける基盤技術に関す
るアジア間の国際分業の実態を明らかにすることを目的にしている。とりわけ、金型工業、軸受工業、伸線工
業、繊維機械工業、自動車部品工業を中心し、ものづくりに不可欠な技術のアジア間の比較優位を分析すること
により日本のものづくりの今後の方向性を明らかにすることを主眼においた。
　アジア各国の急速な工業化の下で、最終組立製品等においては日本のものづくりは課題を抱えているが、基盤
技術産業の分野においては優位性を継続しており、当該分野を軸としたものづくりと最終製品のイノベーション
によるものづくりの再構築の必要性を明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The objective of this project is that comparative consideration about 
international division of labor in supporting  industry in Asia. Especially, We focused on Die and 
 Mold, screw, bearing, wire drawing, textile machine and automotive products industry,as it is 
called supporting industry.
 As is widely alleged, Japanese manufacturer lose competitive advantage under the economic 
circumstances that developing countries catching up in the industrial technology. But, there's a 
major and constitutive difference between Japanese technology and developing countries’ technology.
 In the capital goods industry, Japanese manufacturer still have strong technological 
competitiveness. The capital goods sector obviously plays a crucial role in the process of 
technological innovation. So Japanese manufacturer have potential capacity that produce innovation 
in various sector.

研究分野：技術論

キーワード： 基盤技術　国際分業　生産のアジア化
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 2000 年以降、中国をはじめとする東アジ
アやタイをはじめとするASEAN諸国そして
インドを含め工業化の進展が著しい。世界中
の先進工業国の企業がこれらの地域に進出
しものづくりをおこなっており、アジア全体
が「世界の工場」となっている。いわば「生
産のアジア化」の進展である。こうした環境
変化の中で、日本のものづくりをいかなる国
際分業を形成することで維持していくかと
いう問題意識のもとで着想した課題である。 
 
２．研究の目的 
本研究は、ものづくりにおける基盤技術産

業の国際分業の実態を明らかにすることで、
グローバル化を前提とした日本とアジアの
ものづくりにおける共生的な関係の構築に
向けた技術的課題を明らかにすることを目
的としている。IT 化を背景とした後発工業国
の工業技術発展の到達点と限界、日本の優位
性とグローバル化時代における課題につい
て、ものづくりにおいて最も基礎的かつ不可
欠な技術を対象として分析する。具体的には
金型、伸線、鋲螺、ベアリング、繊維機械、
自動車部品工業である。 

 
３．研究の方法 
まず、第一に、日本国内の当該産業の実態

を把握することである。これらの産業はある
程度産地形成している側面があるので、大
阪・東京・北陸・名古屋地域を中心に当該諸
産業が日本国内に残している機能について
中心的に調査を行う。第二に、アジア間比較
研究として対象とする国は主に中国、タイに
ついて調査を行う。第三に、上記調査は関係
企業へのヒアリングを軸に行う定性的調査
であるが、調査サンプル数に限界があるため、
アンケート調査を行う。アンケート調査は日
本企業を対象とするが各産業とも工業会が
あるので工業会に加盟する企業を対象とし
てグローバル化への技術的な対応に関する
調査を行い定量的に把握する。第四に、諸産
業の産業史およびアジア経済に関する文
献・資料調査をおこなう。 

 
４．研究成果 
 以上の問題意識、研究方法で行った研究成
果を研究対象とした基盤産業分野毎および
主に調査対象としたタイと中国の海外実態
ついてその成果を示すと以下の通りである。 
（１）金型工業 
 他の裾野産業と同様、金型産業でも、近年
の IT 化の影響からアジアのものづくりにお
ける日本の役割が変化している。ただし、そ
のような国際的な分業関係の中での日本の
役割は、型種によって異なる傾向を見出すこ
とができる。例えば、売上額上位に位置する
金型製造企業に対して行った完成品製造企
業の発注形態に関する聞き取り調査の一部
を提示すれば次の通りになる。プレス用金型

では、技術的に難しい初型のみを日本の金型
製造企業に発注し、それに続く後続型をアジ
ア諸国の金型製造企業に発注していた。それ
に対し、プラスチック用金型では、初型でも
生産拠点がある各国の金型製造企業に発注
しており、その一つが日本であった。あるい
は、鍛造用金型では、初型から後続型までを
日本の金型製造企業に発注していた。したが
って、大手の金型製造企業が手掛ける難易度
が高い金型でも、型種によって技術的な優位
性が違い、望ましい共生的な国際分業の在り
方も異なってきている。 
（２）伸線工業 
日本の基盤産業の一つである伸線産業で

は、海外での伸線生産が拡大し、国内生産部
分は急激に減少しているといえる。そのなか
で国内伸線企業は、海外メーカーとの提携や
買収などにより、生産拠点のグローバル化を
進め生き残る兆しも見える。その一方で、高
い技術力を生かし、マグネシウムを素材とし
た新たな伸線を開発し、新産業への展開や新
製品の開発を図るものもの出てきている。 
（３）鋲螺工業 
生産のアジア化のなかで日本鋲螺産業は

構造的変化に直面している。その内容を歴史
的視点から整理すると以下のようになる。 
①第二次大戦後、日本のねじ産業では大量

生産設備が普及し、低い輸入率のもと国内需
要の拡大とアメリカ市場への輸出によって
生産を拡大させてきた。②しかし、プラザ合
意以後、輸出は減少し、バブル経済崩壊以後
には国内需要も縮小していった。③2000 年
代に入ると、自動車産業をはじめとした輸出
産業の好調さと自動車組立メーカーなどの
海外進出にともなって比較的付加価値の高
いねじ製品の生産・輸出が増大し、これによ
って生産額・輸出額は再度、拡大していった。
④しかしながら、2000 年代中ごろに日本は
世界一のねじ生産国の地位を中国に明け渡
し、また、中国からの輸入の増大と輸入比率
の上昇が進展する。これは日本では従来型の
大量生産需要を中国からの輸入によって賄
うようになったことを意味する。日本のねじ
産業は基本的に規格品分野を中心に価格競
争力では中国製品に対抗することはできな
くなった。⑤こうした状況下で、日本鋲螺産
業の事業所数・従業者数は縮小傾向となるが、
日本のねじ産業の個別企業の戦略として、1
つには自動産業分野をはじめとして、比較的
付加価値の高い製品、したがって、中国製品
と競合しない製品の生産に傾斜し、かつ、中
国生産など現地日系企業へ供給体制を整え
ることによって生き残ろうとしている。ただ
し、生産条件や技術的理由からそのすべてを
中国で現地生産することはできず、日本から
の輸出とで使い分けている。なお、この分野
の製品では日中企業間の技術格差が歴然と
している。しかし、中国市場をめぐる競争が
激化していることもあり、日系ユーザーから
のコストダウン要請は強い。⑥自動車分野と



は関係なく、また海外展開できない（しない）
企業では、中国製品と競合しない多品種少量
の国内需要を獲得していく戦略に切り替え
ている。 
ただし、この場合、ねじ生産設備の基本的

性格が大量生産用であるため、在庫管理や頻
繁な段取り替えなど特別な対策やねじ商社
との協力関係の構築も必要となっている。だ
が、そうしたことができているねじ産業企業
は一部にとどまっており、多くの企業は厳し
い状況下にある。 
（４）ベアリング工業 
 戦前期に欧米先進国より後発でスタート
した日本のベアリング産業は、高度成長期の
家電、精密機械、自動車などの需要産業の急
速な発展とともに、拡大し、1970 年から 80
年代にかけて、世界のトップメーカーの一角
に食い込んだ。バブル経済期に国内ベアリン
グ産業は、生産規模のピークを迎えるが、バ
ブル経済崩壊後から 2000 年代初めにかけて
国内生産は低迷した。IT 不況以降の国内ベア
リング産業の生産は再び伸び、08 年にピーク
となるが、リーマンショックで落ち込んだ後、
10 年代は伸び悩みを見せている。 
 一方、近年のベアリングメーカーの連結決
算は、NSK、NTN といった大手メーカーは、
グローバル展開を進め、海外生産を伸ばし、
全体の売り上げは増えていた。NSK は、2016
年には売上は最大となり、国内顧客比率は 06
年の 56％が 16 年には 33％にまで低下した。
国内ベアリング生産の伸び悩みの一方、グロ
ーバル化を進める大手ベアリングメーカー
の海外売上比率が向上する中で、売上を伸ば
している点が最近の第 1 の特徴である。 
 第 2 の特徴は、大手を中心にベアリングメ
ーカーの自動車シフトが強くなっている。
NSK では、06 年には、56％だった自動車関
係の売上が、16 年には 71％となっている。
特に、大手ベアリングメーカーでは、ベアリ
ングの製品技術を応用したボールねじ，リニ
アガイド，等速ジョイント、電動パワーステ
アリング，無段変速機（ＣＶＴ）などを開発
し、自動車部品メーカー化を強めている。 
 第 3 は、拡大する新興国市場と中国などの
新興メーカーの登場、ベアリング製品技術自
体の成熟化、一方で進む自動車部品メーカー
化と新たな技術開発投資の必要、などからグ
ローバルな規模での業界再編が、最近 10 年
で急速に進んでいることである。特に、2008
年に実施されたドイツのシャフラ―社による
コンチネンタル社の買収は、ベアリング産業
が新たな時代に入ったことを象徴している。 
（５）繊維工業 
本研究では、個別事例調査に基づき、国際

マーケティングの費用と効果の両方を視野
に入れ、国際マーケティングの費用と成果は
どのような要因に影響を受けており、それら
がなぜ、どのように変化しつつあるのか、と
いった問題を考察した。これは、個別事例研
究や、マーケティングの成果のみの検討に埋

没しがちだった研究史の限界を踏まえたも
のであった。 
検討の結果、日本企業にとって、国際マー

ケティング活動の収益機会が乏しくなる一
方で、彼らが直面する不確実性や負担する費
用が増大していることが明らかとなった。そ
の含意は、個別の取引を成功させることに加
え、そのスケール・アップの可能性を個別・
複数企業のレベルで探ってゆくことが重要
であり、国際マーケティングにおける不確実
性、費用、収益機会を踏まえた上で、国際マ
ーケティングの環境を多様化することが、個
別企業および産業支援組織に期待されてい
るということである。 
（６）自動車工業 
 本調査研究においては、国内外の自動車メ
ーカーおよび自動車関連サプライヤー等の
訪問調査を実施した。 
調査を通じて明らかになったのは、第一に

は生産活動のグローバル化を受けて、日系自 
動車メーカー各社が国内生産拠点の機能再
編を進めており、ティア２．３クラスの国内 
中小サプライヤーに事業基盤、技術的基盤の
再構築が求められている実態である。 
第二には、自動車メーカー各社の海外生産

拠点における「深層現地化」の進展である。 
これまでは輸入に依存していたユニットを
構成する部材に遡って現地調達を推進しよ
うとするもので、国内一貫生産を前提に構築
されてきた既存サプライヤー・システムを、 
生産配置に見合ったグローバル・サプライヤ
ー・システムに展開していく取り組みと言 
える。 
これらの結果、多くの部品領域で生産組織

のヒエラルキーの下層に位置してきた中小
サプライヤーの存立基盤が大きく揺らいで
いる実態が明らかとなった。 
今後は欧米メーカー等との比較も踏まえ

つつ、高度化するグローバル・サプライヤー・ 
システムにおける、サプライヤーの競争力の
源泉をより具体的に解明することが課題で 
ある。 
（７）進出ターゲットとしてのタイ 
今日における日本のものづくり中小企業

にとってのタイ国は、間違いなく今後も事業
展開先国として期待されている国であるが、
その展開はあくまで進出することが「でき
る」企業のみである。さらには、その企業は、
タイ企業ならびにタイ人をパートナーとす
るタイの経済社会およびタイ国民との共存
共栄を図る企業である。 
このように考えるのには、1 つは、近年に

おける、タイ国政府は最低賃金制度とタイ国
投資委員会による投資恩恵制度という 2 つの
制度転換がある。労働集約的な事業はタイの
周辺国で行わなければならず、さらにタイ国
での生産物はタイ国内でなく周辺の消費国
に販売しなければならない。タイ国での事業
展開は、周辺国を巻き込んだ「タイ・プラス
ワン」のビジネス実践が求められる。これを



実現していくうえでは、タイ企業ならびにタ
イ人を自社のパートナーとし、日本の拠点だ
けの繁栄を考えるのではなく、そのパートナ
ーとなるタイ国企業およびタイ人の繁栄を
ともに考えていく必要がある。 
（８）進出ターゲットとしての中国 
 改革開放後の中国は、日本、台湾、韓国、
欧米諸国の外資主導の技術移転と IT 化の影
響で明らかに工業技術水準は高まっている。
しかし、基盤技術分野に関しては、高度・複
雑なものに関しては、依然として外資系企業
もしくは海外からの輸入依存という傾向を
脱し切れていない。それ故に、賃金の大幅な
上昇にもかかわらず、日系企業を中心に当該
分野においては依然としてそのプレゼンス
は高い。とりわけ自動車工業などは特に技術
的な優位性を日本企業は持っている。 
 以上が、本研究の研究成果の概要である。 
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